予算要求資料
平成２８年度当初予算　　支出科目   款：民生費   項：社会福祉費   目：老人福祉費

	事業名　高齢者虐待防止推進事業費（国補）　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　健康福祉部　高齢福祉課　介護保険者係　電話番号：058-272-8296
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11215@pref.gifu.lg
１　事業費　　     　　　1,066千円（前年度予算額：1,092 千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,092
	546
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	546

	要求額
	1,066
	533
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	533

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
平成１８年４月の「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等
に関する法律」の成立に伴い、同じく同年の改正介護保険法において、市
町村に対し、「高齢者に対する虐待の防止及びその早期発見のための事業
その他の高齢者の権利擁護のための必要な援助を行う事業」の実施が義務
づけられた。　
　　　県では、市町村が行う措置に対する助言や情報の提供、養介護施設従事
者等に対する研修実施などを通じて、高齢者虐待の未然防止、早期発見・
早期対応の仕組みの構築に向けて必要な措置を講ずる。

（２）事業内容

Ⅰ　介護施設・サービス事業従事者の権利擁護推進事業
（１）権利擁護推進員等研修事業
　　　　　県内介護保険指定事業所・施設の管理者、介護主任等、高齢者虐待防止の取り組みを指導的立場から推進することができる職員を対象として、講義・演習・自施設実習を通じて、高齢者虐待防止に係る実践的手法を習得し、現場レベルで高齢者虐待防止の取り組みを行う人材を養成する。
 　　（２）看護職員研修

各施設等の看護職員を対象として、講義・演習を通じて、医療的な観点から高齢者虐待防止に関する実践的、専門的手法を習得し、高齢者虐待防止の取り組みを行う人材を養成する。
Ａ 看護指導者養成研修　　Ｂ 実務看護職員研修
　　　Ⅱ　権利擁護ネットワーク形成支援事業

（1） 事例検討会の開催　→法務省：人権啓発活動地方委託事業（国庫10/10）

　　　　　　　　　　　　　　 人権施策政策課から要求
　　　各町村の取り組み等情報交換や具体的な対応事例の報告・検討によ

　　り、蓄積されたノウハウを共有し、県全体の対応力向上を目指す。

（２）市町村支援チーム派遣事業

　　　　　　処遇困難事例や緊急介入事例等について、市町村における判断を行
う際の専門的・技術的相談・助言を行う専門チームを設置し、随時
相談体制の充実を図る。
       　［ﾒﾝﾊﾞｰ］弁護士・社会福祉士等(事例に応じ必要な者を加える)
　　　　 ［内 容]研修講師、事例検討会等への出席等

（３）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	190
	講師謝金

	旅費
	89
	講師費用弁償、業務旅費

	需用費
	15
	消耗品費

	役務費
	52
	郵便代、電話料

	委託料
	720
	

	合計
	1,066
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　高齢者安心計画において「高齢者の権利擁護への取り組み」に記載
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	高齢者虐待の対応困難事例が生じた場合、市町村における判断を行う際の専門的・技術的相談・助言を行う専門チームを設置し、随時相談体制の充実を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	市町村の要請に応じて、随時専門チームを派遣できる体制を整えることを事業目的とするため。



（前年度の取組）

	平成26年度　7回（研修講師4回、ケース会議へのアドバイザー3回）


（前年度の成果）

	高齢者虐待事例に対する対応方法や、各関係機関の役割等を検討することができ、今後の高齢者虐待対応に対する関係者の資質向上につながった。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」において、県は市町村に対して必要な援助を行うことが規定されており、専門チームの設置が必要である。



	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	市町村からの要請に基づいて専門チームが派遣されるものであり、その必要性・有効性は高い。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	支援チームを登録制とすることで、地域や事情によって派遣メンバーを柔軟かつ効果的に選定することができ、効率的である。


（今後の課題）

	市町村において対応困難事例が発生した場合に派遣されるもので、継続的な設置が必要である。



（次年度の方向性）
	今後も引き続き専門支援チームの派遣事業を継続する。



